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平成 28 年 12 月 21 日 

各 位 

   上場会社名   ホーチキ株式会社 

    代表者     代表取締役取締役社長 金森 賢治 

  （コード番号   6745） 

   問合せ先責任者 専務取締役管理本部長 齊藤 順一               

   （TEL      03－3444－4111） 

 

当社連結子会社による当社連結子会社による当社連結子会社による当社連結子会社による D.E.S. SRLD.E.S. SRLD.E.S. SRLD.E.S. SRL の出資持分取得（子会社化）に関するお知らせの出資持分取得（子会社化）に関するお知らせの出資持分取得（子会社化）に関するお知らせの出資持分取得（子会社化）に関するお知らせ    

 

 当社は、本日開催の取締役会において、下記のとおり当社連結子会社であるホーチキヨーロッパ

(U.K.)リミテッドが、D.E.S. SRL（本社：イタリア ベネト州、以下「D.E.S.社」と言う）の全持分

を取得し、子会社化することを決議しましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

1. 出資持分取得の目的 

当社グループは創立 100 周年に向けて策定した長期経営方針「新 VISION 2017」において、海

外事業の拡大を方針の柱として掲げております。その中で欧州市場は最大規模の販売実績があり、

当社グループが将来にわたり永続的に成長するための最重要攻略マーケットの一つと位置付け

ております。 

D.E.S.社は 1990 年に設立された、イタリア北部を中心に自動火災報知設備機器やセキュリテ

ィ機器を販売する代理店であります。今回の出資持分取得（子会社化）は、当該連結子会社であ

るホーチキヨーロッパ(U.K.)リミテッドの欧州全土に展開してきた幅広いビジネス経験と、

D.E.S.社のイタリア国内での信頼と販路を有機的に融合させることで、イタリア国内の市場シェ

アを拡大させることが目的であります。 

 

2. 当該連結子会社の概要 

(1) 名 称 
ホーチキヨーロッパ(U.K.)リミテッド 

Hochiki Europe(U.K.)Limited 

(2) 所 在 地 英国 ケント州 

(3) 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 池田 知己 

(4) 事 業 内 容 自動火災報知設備機器、避難誘導設備機器の製造・販売 

(5) 資 本 金 
2,500 千ポンド（ホーチキ株式会社 100%出資） 

（参考：4 億 4 千 6 百万円：平成 27 年 12 月末日為替レート換算） 

(6) 当社と当該会社との関係 

資本関係 当社は当該会社の株式を 100%保有しております。 

人的関係 
当該会社の代表取締役社長を当社より派遣しており

ます。 

取引関係 当該会社は当社の製品を輸入・販売しております。 
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3. D.E.S.社の概要 

(1) 名 称 D.E.S. SRL 

(2) 所 在 地 イタリア ベネト州ベローナ市 

(3) 代表者の役職・氏名 取締役 Mirco Damoli 

(4) 事 業 内 容 自動火災報知設備機器、セキュリティ機器の販売 

(5) 資 本 金 
10,400 ユーロ 

（参考：1.3 百万円：平成 27年 12 月末日為替レート換算） 

(6) 売 上 高 
1,853 千ユーロ（平成 27年度） 

（参考：2 億 4 千 4 百万円：平成 27年 12 月末日為替レート換算） 

(7) 事 業 年 度 の 末 日 12 月 31 日 

(8) 従 業 員 数 5 名（平成 28年 6月 30 日現在） 

(9) 設 立 年 1990 年 

(10) 出 資 者 ・ 出 資 比 率 Roberta Capra（50%）Biondani Fiorella（50%） 

(11) 当社と当該会社との関係 
当社と当該会社との間には、記載すべき資本関係及び人的関係は

ございません。 

 

4. 出資持分取得の概要 

(1) 対 象 持 分：D.E.S.社 出資持分 

(2) 買 付 者：ホーチキヨーロッパ（U.K.）リミテッド 

(3) 取 得 先： Roberta Capra(個人)／Biondani Fiorella(個人) 

(4) 取 得 持 分 数：10,400 ユーロ 

    （参考：1.3 百万円：平成 27 年 12 月末日為替レート換算） 

(5) 取 得 後 の 保 有 比 率：100.0％ 

(6) 持 分 譲 渡 契 約 締 結 日：平成 28年 12 月 21 日 

(7) 持 分 取 得 日：平成 29年  1 月 20 日（予定） 

 

5. 今後の業績に与える影響について 

  本出資持分取得による平成 29年 3月期の連結業績に与える影響は軽微であります。 

 

以上 


